
事 務 連 絡 

平成 25 年１月 24 日 

 

 

関 係 団 体  御中 

 

 

厚生労働省保険局医療課 

 

 

平成 24 年度診療報酬改定関連通知の一部訂正について 

 

標記につきまして、別紙のとおり、地方厚生(支)局医療課、都道府県民生主

管部(局)国民健康保険主管課(部)及び都道府県後期高齢者医療主管部(局)後期

高齢者医療主管課(部)あて連絡するとともに別添団体各位に協力を依頼しまし

たので、貴会におかれましても、関係者に対し周知を図られますようお願いい

たします。 

  



（別添） 

 

社団法人 日本医師会 御中 

社団法人 日本歯科医師会 御中 

公益社団法人 日本薬剤師会 御中 

一般社団法人 日本病院会 御中 

社団法人 全日本病院協会 御中 

公益社団法人 日本精神科病院協会 御中 

社団法人 日本医療法人協会 御中 

公益社団法人 全国自治体病院協議会 御中 

社団法人 日本私立医科大学協会 御中 

社団法人 日本私立歯科大学協会 御中 

一般社団法人 日本病院薬剤師会 御中 

社団法人 日本看護協会 御中 

社団法人 全国訪問看護事業協会 御中 

財団法人 日本訪問看護財団 御中 

独立行政法人 国立病院機構本部 御中 

独立行政法人 国立がん研究センター 御中 

独立行政法人 国立循環器病研究センター 御中 

独立行政法人 国立精神・神経医療研究センター 御中 

独立行政法人 国際医療研究センター 御中 

独立行政法人 国立成育医療研究センター 御中 

独立行政法人 国立長寿医療研究センター 御中 

健康保険組合連合会 御中 

全国健康保険協会 御中 

社団法人 国民健康保険中央会 御中 

社会保険診療報酬支払基金 御中 

財務省主計局給与共済課 御中 

文部科学省高等教育局医学教育課 御中 

総務省自治行政局公務員部福利課 御中 

総務省自治財政局地域企業経営企画室 御中 

警察庁長官官房給与厚生課 御中 

防 衛 省 人 事 教 育 局 御中 

労働基準局労災補償部補償課 御中 

各都道府県後期高齢者医療広域連合 御中 

 

 
 



事 務 連 絡

平成25年１月24日

地 方 厚 生 ( 支 ) 局 医 療 課

都道府県民生主管部（局）

国民健康保険主管課（部） 御中

都道府県後期高齢者医療主管部（局）

後 期 高 齢 者 医 療 主 管 課 ( 部 )

厚生労働省保険局医療課

平成24年度診療報酬改定関連通知の一部訂正について

下記の通知について、別添のとおり訂正をするので、その取扱いに遺漏のな

いよう、周知徹底を図られたい。

・基本診療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いについて

（平成24年３月５日保医発0305第２号）（別添１）

・指定訪問看護の事業を行う事業所に係る健康保険法第88条の第１項の規定

に基づく指定等の取扱いについて

（平成12年３月31日保発第72号・老発第400号）（別添２）

・訪問看護療養費請求書等の記載要領について

（平成18年３月30日保医発第0330008号）（別添３）



別添１ 
 

基本診療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いについて 
（平成 24 年 3 月 5 日保医発 0305 第 2 号） 

 
別添７ 

 

様式 12 の５ 

 

有床診療所入院基本料の看護配置加算、夜間看護配置加算及び看取り加算の 

施設基準に係る届出書添付書類 

 

１ 看護配置加算 

一般病床に係る看護職員の配置数を記入すること。 

看護配置加算１を算定する場合は、看護師の配置数もあわせて記入すること。 

 

看護職員数 

 （再掲）看護師数 

         名             名 

 

２ 夜間看護配置加算、看取り加算 

１）以下のうち、加算を算定するものを○印で囲むこと。 

（１）夜間看護配置加算１ ・ 夜間看護配置加算２ 

（２）看取り加算 

 

２）夜間の看護職員の配置数を記入すること。 

 夜間の看護職員の配置数を記入すること。 

夜間看護配置加算１を算定する場合は、必要に応じて夜間の看護補助者数及び当直

の看護要員数もあわせて記入すること。 

 

夜間の看護職員数 夜間の看護補助者数 （再掲）当直の看護要員数

         名          名          名 

 

[記載上の注意] 

１ 夜間看護職員が１名である場合には、当該職員を当直として計上できないものであ

ること。 

２ 有床診療所入院基本料１又は２の届出書の写しを添付すること。 



       指定訪問看護の事業を行う事業所に係る健康保険法第 88 条第１項の規定に基づく指定等の取扱いについて      別添２ 

（平成 12 年３月 31 日保発第 72 号・老発第 400 号） 

様式第1 

(表 面) 

  

  ※ 番 号     

※ 指定訪問看護ステーションコード   

① 訪 問 看 護 ス テ ー シ ョ ン 
名 称    

所 在 地   

② 申請者氏 名 ・法人代 表者氏名 

名 称   

主たる事業所の所在地   

法 人 代 表 者 氏 名   

③ 管 理 者 

氏 名   

保健師・助産師・看護師 
保健師籍、助産師籍又は看護師籍の

登録番号 

  

④ 
指定を受けた場合の当該指定に係る

訪問看護等の事業の開始予定年月日 
年       月       日 

 

⑤ 
①の主たる所在地以外の場所で一部

実施する事業所 

名 称   

所 在 地  

代 表 者 氏 名  

  

⑥ 

健康保険法第89条第４項第４号か

ら第６７号までのいずれか（指定欠

格事由）に該当    

有 ・ 無 

該当する法律名   

内     容  

該 当 年 月 日  

処 分 権 者 等  

   上記のとおり申請します。 

     平成  年  月  日 申請者の名称及び主たる事業所の所在地 

代表者の職名及び氏名                     印 

      

地方厚生（支）局長  殿 



       指定訪問看護の事業を行う事業所に係る健康保険法第 88 条第１項の規定に基づく指定等の取扱いについて      別添２ 

（平成 12 年３月 31 日保発第 72 号・老発第 400 号） 

 

(裏 面) 

記入上の注意 

１ ③の欄は、該当する文字を〇印で囲むこと。 

２ ⑤⑥の欄は、指定欠格事由に該当しない場合（平成18年10月１日前にした行為により罰金又は禁錮以上の刑に処せられた場合を含む。）

は無を○で囲み、有を○で囲んだ場合は次の該当する法律名を記載すること。 

また、内容欄には、指定欠格事由の内容及び非該当となる年月日を記載すること。 

該当法律  

・ 健康保険法       ・ 国家公務員共済組合法 

・ 船員保険法       ・ 国民健康保険法 

・ 医師法         ・ 薬事法  

・ 歯科医師法       ・ 薬剤師法 

・ 保健師助産師看護師法  ・ 地方公務員等共済組合法 

・ 医療法         ・ 高齢者医療確保法 

  ・ 私立学校教職員共済法     

※印の欄には記入しないこと。 
 
 



別添３ 

 

 

訪問看護療養費請求書等の記載要領について 

（平成 18 年 3 月 30 日保医発第 0330008 号） 

 

別紙 

訪問看護療養費請求書等の記載要領 

 

Ⅱ 請求書等の記載要領 

第２ 明細書に関する事項（様式第四） 

30  「合計」欄について 

(２)  「負担金額」の項については、以下によること。 

ア 医療保険（高齢受給者及び高齢受給者以外であって限度額適用認定証又は若

しくは限度額適用・標準負担額減額認定証又は特定疾患医療受給者証若しくは

小児慢性特定疾患医療受診券（特定疾患医療受給者証及び小児慢性特定疾患医

療受診券にあっては、適用区分に所得区分の記載があるものに限る。）の提示

があった者で高額療養費が現物給付された者に係るものを除く。）については、

以下によること。 

（中略） 

イ  医療保険（高齢受給者及び高齢受給者以外であって限度額適用認定証又は若

しくは限度額適用・標準負担額減額認定証又は特定疾患医療受給者証若しくは

小児慢性特定疾患医療受診券（特定疾患医療受給者証及び小児慢性特定疾患医

療受診券にあっては、適用区分に所得区分の記載があるものに限る。）の提示

があった者で高額療養費が現物給付された者に係るものに限る。）及び後期高

齢者医療については、以下によること。 

（中略） 

ウ 「負担金額」の項中「公費①」又は「公費②」の項には、それぞれ、第１公

費及び第２公費に係る医療券等に記入されている公費負担医療に係る患者の負

担額（一部負担金の額が医療券等に記載されている公費負担医療に係る患者の

負担額を下回る場合で、「負担金額」の項に金額を記載するものの場合はイの

(ア)により記載した額を、金額の記載を要しないものの場合は、１０円未満の

端数を四捨五入する前の一部負担金の額）を記載すること。なお、後期高齢者

医療又は医療保険（高齢受給者に係るものに限る。）と感染症法による結核患

者の適正医療との併用の場合（高額療養費が現物給付された場合に限る。）及

び医療保険（高齢受給者以外であって限度額適用認定証又は若しくは限度額適



用・標準負担額減額認定証又は特定疾患医療受給者証若しくは小児慢性特定疾

患医療受診券（特定疾患医療受給者証及び小児慢性特定疾患医療受診券にあっ

ては、適用区分に所得区分の記載があるものに限る。）の提示があった者で高

額療養費が現物給付された者に係るものに限る。）と感染症法との併用の場合

には、一部負担金から同負担金のうち当該公費負担医療が給付する額を控除し

た額（即ち、窓口で徴収した額）を記載すること。 

（中略） 

ただし、後期高齢者医療又は医療保険（高齢受給者に係るものに限る。）と

感染症法による結核患者の適正医療との併用の場合（高額療養費が現物給付さ

れた場合を除く。）及び医療保険（高齢受給者以外であって限度額適用認定証

又は若しくは限度額適用・標準負担額減額認定証又は特定疾患医療受給者証若

しくは小児慢性特定疾患医療受診券（特定疾患医療受給者証及び小児慢性特定

疾患医療受診券にあっては、適用区分に所得区分の記載があるものに限る。）

の提示があった者で高額療養費が現物給付された者に係るものを除く。）と感

染症法による結核患者の適正医療との併用の場合には、当該公費に係る患者負

担額は「公費①」及び「公費②」の項には記載することを要しないこと。 
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